第２　様式集

(１)　様式１　
社会福祉法人社会福祉充実計画承認申請書（久慈市社会福祉法施行細則様式第31号）

社会福祉法人社会福祉充実計画承認申請書
　年　　月　　日
　　（宛先）久慈市長　
社会福祉法人の所在地　
社会福祉法人の名称
社会福祉法人の理事長の氏名　　　　　　　　　　　
当社会福祉法人において、別添のとおり社会福祉充実計画を策定したので、社会福祉法第55条の２第１項の規定により、関係書類を添えて承認を申請します。　
（添付資料）
・　　　　年度～　年度社会福祉法人　　　社会福祉充実計画
・　社会福祉充実計画の策定に係る評議員会の議事録（写）
・　公認会計士、税理士等による手続実施結果報告書（写）
・　社会福祉充実残額の算定根拠
・　その他社会福祉充実計画の記載内容の参考となる資料
(２)　様式２
　社会福祉法人承認社会福祉充実計画変更承認申請書（久慈市社会福祉法施行細則様式第34号）

社会福祉法人承認社会福祉充実計画変更承認申請書
　年　　月　　日
　　（宛先）久慈市長　
社会福祉法人の所在地　
社会福祉法人の名称
社会福祉法人の理事長の氏名　　　　　　　　　　　
　　　　年　月　日付け久慈市指令第　号で承認を受けた社会福祉充実計画について、別添のとおり変更を行うこととしたので、社会福祉法第55条の３第１項の規定により、関係書類を添えて承認を申請します。
（添付資料）
・　変更後の　　　年度～　　　年度社会福祉法人　　　社会福祉充実計画
　（注）変更点を赤字とする、新旧対照表を添付するなど、変更点を明示すること。
・　社会福祉充実計画の変更に係る評議員会の議事録（写）
・　公認会計士、税理士等による手続実施結果報告書（写）
・　社会福祉充実残額の算定根拠
・　その他社会福祉充実計画の記載内容の参考となる資料
(３)　様式３　
社会福祉法人承認社会福祉充実計画変更届（久慈市社会福祉法施行細則様式第37号）

社会福祉法人承認社会福祉充実計画変更届
　年　　月　　日
　　（宛先）久慈市長　
社会福祉法人の所在地　
社会福祉法人の名称
社会福祉法人の理事長の氏名　　　　　　　　　　　
　　　　年　月　日付け久慈市指令第　号で承認を受けた社会福祉充実計画について、別添のとおり変更を行うこととしたので、社会福祉法第55条の３第２項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。
（添付資料）
・　変更後の　　　年度～　　年度社会福祉法人　　　社会福祉充実計画
　（注）変更点を赤字とする、新旧対照表を添付するなど、変更点を明示すること。
・　社会福祉充実残額の算定根拠
・　その他社会福祉充実計画の記載内容の参考となる資料
(４)　様式４
　社会福祉法人承認社会福祉充実計画終了承認申請書（久慈市社会福祉法施行細則様式第38号）

社会福祉法人承認社会福祉充実計画終了承認申請書
　年　　月　　日
　　（宛先）久慈市長　
社会福祉法人の所在地　
社会福祉法人の名称
社会福祉法人の理事長の氏名　　　　　　　　　　　
　　　年　月　日付け久慈市指令第　号で承認を受けた社会福祉充実計画について、下記のとおり、やむを得ない事由が生じたことから、当該計画に従って事業を行うことが困難であるため、社会福祉法第55条の４の規定により、関係書類を添えて終了承認を申請します。
記
（承認社会福祉充実計画を終了するに当たってのやむを得ない事由）
	


（添付資料）
・　終了前の　　　年度～　　　年度社会福祉法人　　　社会福祉充実計画
・　その他承認社会福祉充実計画を終了するに当たって、やむを得ない事由があることを証する書類
(５)　様式５　
社会福祉充実計画
　　○年度～　　○年度　社会福祉法人○○　社会福祉充実計画
１．基本的事項
	法人名
	
	法人番号
	

	法人代表者氏名
	

	法人の主たる所在地
	

	連絡先
	

	地域住民その他の関係者への意見聴取年月日
	

	公認会計士、税理士等の意見聴取年月日
	

	評議員会の承認年月日
	

	会計年度別の社会福祉充実残額の推移
（単位：千円）
	残額総額
（　　○年度末現在）
	１か年度目
（　　○年度末現在）
	２か年度目
（　　○年度末現在）
	３か年度目
（　　○年度末現在）
	４か年度目
（　　○年度末現在）
	５か年度目
（　　○年度末現在）
	合計
	社会福祉充実事業未充当額

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち社会福祉充実事業費（単位：千円）
	
	
	
	
	
	
	
	

	本計画の対象期間
	


２．事業計画
	実施時期
	事業名
	事業種別
	既存・新規の別
	事業概要
	施設整備の有無
	事業費

	１か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	２か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	３か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	４か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	５か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	合計
	


· 欄が不足する場合は適宜追加すること。
３．社会福祉充実残額の使途に関する検討結果
	検討順
	検討結果

	①　社会福祉事業及び公益事業（小規模事業）
	

	②　地域公益事業
	

	③　①及び②以外の公益事業
	


４．資金計画
	事業名
	事業費内訳
	１か年度目
	２か年度目
	３か年度目
	４か年度目
	５か年度目
	合計

	
	計画の実施期間における事業費合計
	
	
	
	
	
	

	
	財源構成
	社会福祉充実残額
	
	
	
	
	
	

	
	
	補助金
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金
	
	
	
	
	
	

	
	
	事業収益
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	


· 　本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「資金計画」を作成すること。
５．事業の詳細
	事業名
	

	主な対象者
	

	想定される対象者数
	

	事業の実施地域
	

	事業の実施時期
	　　○年○月○日～　　○年○月○日

	事業内容
	

	事業の実施スケジュール
	1か年度目
	

	
	2か年度目
	

	
	3か年度目
	

	
	4か年度目
	

	
	5か年度目
	

	事業費積算
（概算）
	

	
	合計
	○○千円（うち社会福祉充実残額充当額○○千円）

	地域協議会等の意見と
その反映状況
	


· 　本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」を作成すること。
６．社会福祉充実残額の全額を活用しない又は計画の実施期間が５か年度を超える理由
	


(６)　様式６　
手続実施結果報告書
	手続実施結果報告書


　　　　年　　月　　日
	社会福祉法人　○○

	理事長　○○○○　殿


	確認者の名称
	


私は、社会福祉法人○○（以下「法人」という。）からの依頼に基づき、「　　○年度～　　○年度社会福祉法人○○　社会福祉充実計画」（以下「社会福祉充実計画」という。）の承認申請に関連して、社会福祉法第55条の２第５項により、以下の手続を実施した。
１．手続の目的
私は、「社会福祉充実計画」に関して、本報告書の利用者が手続実施結果を以下の目的で利用することを想定し、「実施した手続」に記載された手続を実施した。

①　「社会福祉充実計画」における社会福祉充実残額が「社会福祉充実計画の承認等に係る事務処理基準」（以下「事務処理基準」という。）に照らして算出されているかどうかについて確かめること。
②　「社会福祉充実計画」における事業費が、「社会福祉充実計画」において整合しているかどうかについて確かめること。
２．実施した手続
①　社会福祉充実残額算定シートにおける社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等に係る控除の有無の判定と事務処理基準を照合する。
②　社会福祉充実残額算定シートにおける社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等について事務処理基準に従って再計算を行う。
③　社会福祉充実残額算定シートにおける再取得に必要な財産について事務処理基準に従って再計算を行う。
④　社会福祉充実残額算定シートにおける必要な運転資金について事務処理基準に従って再計算を行う。
⑤　社会福祉充実残額算定シートにおける社会福祉充実残額について、再計算を行った上で、社会福祉充実計画における社会福祉充実残額と突合する。
⑥　社会福祉充実計画における１、２、４及び５に記載される事業費について再計算を行う。
３．手続の実施結果
①　２の①について、社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等に係る控除対象財産判定と事務処理基準は一致した。
②　２の②について、社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等の再計算の結果と一致した。
③　２の③について、再取得に必要な財産の再計算の結果と一致した。
④　２の④について、必要な運転資金の再計算の結果と一致した。
⑤　２の⑤について、社会福祉充実残額の再計算の結果と一致した。さらに、当該計算結果と社会福祉充実計画における社会福祉充実残額は一致した。
⑥　２の⑥について、社会福祉充実計画における１、２、４及び５に記載される事業費について再計算の結果と一致した。
４．業務の特質
上記手続は財務諸表に対する監査意見又はレビューの結論の報告を目的とした一般に公正妥当と認められる監査の基準又はレビューの基準に準拠するものではない。したがって、私は社会福祉充実計画の記載事項について、手続実施結果から導かれる結論の報告も、また、保証の提供もしない。
５．配付及び利用制限
本報告書は法人の社会福祉充実計画の承認申請に関連して作成されたものであり、他のいかなる目的にも使用してはならず、法人及びその他の実施結果の利用者以外に配付又は利用されるべきものではない。
（注）公認会計士又は監査法人が業務を実施する場合には、日本公認会計士協会監査・保証実務委員会専門業務実務指針４４００「合意された手続業務に関する実務指針」を参考として、表題を「合意された手続実施結果報告書」とするほか、本様式例の実施者の肩書、表現・見出し等について、同実務指針の文例を参照して、適宜改変することができる。　　　　　　以上
(７)　様式７　
定款変更認可申請書（久慈市社会福祉法施行細則様式第７号）
（表面）


	社会福祉法人定款変更認可申請書

	申請者
	主たる事務所の所在地
	

	
	ふりがな

社会福祉法人の名称
	

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申　請　年　月　日
	　　　　年　　月　　日

	定款変更の内容及び理由
	内容
	理由

	
	変更前の条文
	変更後の条文
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（裏面）
	定款変更の内容及び理由
	内容
	理由

	
	変更前の条文
	変更後の条文
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


備考
１　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。また、変更前の条文と変更後の条文を対比表とすることが困難なときには、対比表の形式によらないことも差し支えないこと。
２　この申請書には、社会福祉法施行規則第３条第１項各号に掲げる書類を添付するとともに、当該定款変更の内容に応じ、同条第２項又は第３項に規定する書類を添付すること。
(８)　様式８　
定款変更届（久慈市社会福祉法施行細則様式第11号）


社会福祉法人定款変更届
　　　　年　　月　　日　　

　　　久慈市長　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人の所在地

　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人の名称

　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人の理事長の氏名　　　　　　　　　　　　

　当社会福祉法人は、次のとおり定款の変更をしたので、社会福祉法第45条の36第４項及び社会福祉法施行細則第８条第２項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。
	定款変更の理由及び内容
	内容
	理由

	
	変更前の条文
	変更後の条文
	

	
	
	
	

	添付する関係文書
	(1) 定款に定める手続を経たことを証明する書類
(2) 変更後の定款

(3) 事務所の所在地の変更にあっては、変更後の事務所の所有又は使用の権原を証する書類
(4) 基本財産の増加の変更にあっては、増加した基本財産の帰属を証する書類


(９)　様式９　
変更登記完了届（久慈市社会福祉法施行細則様式第10号）

社会福祉法人変更登記完了届
　　　　年　　月　　日　　

　　　久慈市長　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人の所在地

　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人の名称

　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人の理事長の氏名　　　　　　　　　　　　

　当社会福祉法人の定款の変更認可に伴い、次のとおり変更登記をしたので、社会福祉法施行細則第７条第３項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

	定款変更認可年月日
	　　　　年　　月　　日

	定款変更認可書到達年月日
	　　　　年　　月　　日

	登記完了年月日
	　　　　年　　月　　日

	変更登記した事項
	

	添付した関係書類
	登記後の登記事項証明書

	備　　　　　　　　考
	


(10)　様式10　
役員異動届（久慈市社会福祉法施行細則様式第６号）

社会福祉法人役員異動届
　　　　年　　月　　日　　

　　　久慈市長　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人の所在地

　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人の名称

　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人の理事長の氏名　　　　　　　　　　　　

　
　当社会福祉法人の役員に次のとおり変更がありましたので、社会福祉法施行細則第６条の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

記

１　就任した役員

	氏名
	職名
	親族等の特殊の関係
	就任年月日
	任期満了年月日

	
	
	
	　　年　月　日
	　　年　月　日

	
	
	
	　　年　月　日
	　　年　月　日


２　退任した役員

	氏名
	職名
	就任年月日
	退任年月日

	
	
	　　　　年　　月　　日
	　　　　年　　月　　日

	
	
	　　　　年　　月　　日
	　　　　年　　月　　日


備考
１　添付する関係書類は、就任した役員の就任承諾書及び履歴書（代表権を有する理事の就任に係るものにあってはこれらの書類のほかにこの登記後の登記事項証明書）です。
２　職名の欄には、理事長、理事又は監事のいずれかを記載してください。理事長が理事長及び理事を退任した場合は、理事長の退任と理事の退任についてそれぞれ記載してください。
３　親族等の特殊の関係の欄には、就任した役員と当該役員以外の役員との間の親族関係及び雇用関係等について記載してください（理事○○の長男、理事○○の会社役員等）。なお、親族関係及び雇用関係等がない場合は「なし」と記載してください。
４　退任した役員の就任年月日の欄には、当初の就任年月日ではなく、直近の任期の就任年月日を記載して下さい。
 (11)　様式11　
基本財産処分承認申請書（久慈市社会福祉法施行細則様式第12号）

	社会福祉法人基本財産処分承認申請書

	申請者
	主たる事務所の所在地
	

	
	ふりがな

社会福祉法人の名称
	

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申　請　年　月　日
	

	基本財産処分の内容
	

	基本財産を処分する理由
	

	処分物件
	


備考
１　基本財産処分の内容欄には、処分の種類（売却、賃貸等）、処分の相手方（買主、借主等）、処分の対価（売買価格、賃貸料等）等を記載すること。
２　処分物件の欄には、処分する基本財産を具体的に記載すること。例えば、建物については、各棟ごとに所在地、種類、構造及び床面積並びに申請時における具体的な用途を、土地については、各筆ごとに所在地、地目及び地積並びに申請時における具体的な用途を記載すること。
３　この申請書には、次の書類を添付すること。
(1)　定款に定める手続を経たことを証する書類
(2)　財産目録
(3)　処分する物件が不動産の場合は、当該物件の登記事項証明書及び価格評価書
(4)　処分によって得た資産の使途を明らかにする書類
(5)　その他市長が必要と認める書類
４　この申請書の提出部数は、正本１通、副本１通とすること。
(12)　様式12　
基本財産担保提供承認申請書（久慈市社会福祉法施行細則様式第13号）

	社会福祉法人基本財産担保提供承認申請書

	申請者
	主たる事務所の所在地
	

	
	ふりがな

社会福祉法人の名称
	

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申請年月日
	

	資金の借入れ理由
	

	借入金で行う事業の概要
	

	資金計画
	

	担保提供に係る借入金
	借入先
	

	
	借入金額
	

	
	借入期間
	

	
	借入利息
	

	
	償還方法
	

	
	償還計画
	

	担保物件
	


備考
１　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。
２　償還計画の欄には、償還についての年次計画を記載するとともに、その償還財源を明記すること。
３　担保物件の欄には、担保に供する基本財産を具体的に記載すること。例えば、建物については、各棟ごとに所在地、種類、構造及び床面積並びにその具体的な用途を、土地については、各筆ごとに所在地、地目及び地積並びにその具体的な用途を記載すること。
　　なお、既に担保に供している物件をさらに担保に供するときは、その旨を附記すること。
４　この申請書には、次の書類を添附すること。
(1)　定款に定める手続を経たことを証する書類
(2)　財産目録
(3)　担保に供する物件が不動産の場合は、当該物件の登記事項証明書及び価格評価書
(4)　償還財源として寄附を予定している場合は、法人と寄附者の間の贈与契約書の写し
(5)　担保提供の原因となった借入金等の使途を明らかにする書類
(6)　その他市長が必要と認める書類
５　この申請書の提出部数は、正本１通、副本１通とすること。
６　資金借入れ以外の理由で、基本財産を担保に供する場合には、この様式によらないで、適宜申請書（左横書きとする。）を作成すること。
(13)　様式13
登録免許税非課税措置証明

　　年　　月　　日
　岩手県知事　様
（申請者）所在地
　　　　　法人名

　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　印

登録免許税法別表第3の10の項の第3欄の第1号に掲げる登記に係る証明願
　登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるため、下記の不動産に係る登記が同法別表第３の10の項の第３欄の第１号に該当することについて、同法施行規則第３条第１号の規定により証明くださるよう申請します。
記
	証明を受けようとする不動産
	所　在　地
	土地の地目又は建物の種類及び構造
	地積又は
床 面 積
（㎡）
	具体的用途

	
	
	
	
	


上記不動産に係る登記は、登録免許税法別表第３の10の項の第３欄の第１号に該当することを証明します。
　  　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩手県知事　　　　　　　　　印
(14)　様式14
税額控除に係る証明申請書
(様式１)

　　年　　月　　日

久慈市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長の氏名

税額控除に係る証明申請書

　租税特別措置法施行令第二十六条の二十八の二第一項に規定される要件を満たし

ていることについて証明を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１．申請する要件

· ＜要件１＞第三号イ（２）に規定された要件

· ＜要件２＞第三号イ（１）に規定された要件

２．実績判定期間

　　年　　月　　日　から　 　　年　　月　　日　まで

３．添付書類

· 寄附金受入明細書

· チェック表（要件１の場合：様式３　要件２の場合：様式４）
なお、証明を受けた後は、租税特別措置法施行令第二十六条の二十八の二第一項第

三号ロに規定された書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場

合を除き、閲覧に供します。

(様式２)

  　　年度分　　寄附金受入明細書

　　　　　　　　　　　　（社会福祉法人の名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　（事務所の所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年　　月　　日～     年　　月　　日

	
	氏　名
	住　　所
	寄附金額
	受領年月日
	備　考

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	


· 同一の者からの寄附金額のうち、基準限度超過額がある場合は、備考欄に記載してください。

上記寄附金の受領については、事実に相違ありません。

　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人○○○　理事長　　　　
[image: image1.emf]日

　☞　実績判定期間内に、保育所等の定員等の総数が5000人未満の会計年度がある場合に以下の項目を入力してください。

①実績判定期間(必須)



年



月



ヶ月

（注）実績判定期間が5年の場合、月数は12ヶ月×5＝60ヶ月とする。

１ヶ月に満たない端数がある場合、その期間は１ヶ月とする。

日



月

③の数値が100以上であり、かつ④の数値が300,000以上であれば、絶対値要件（要件１）を満たします。

～



年

③3000円以上の寄附金を支出した者（判定基準寄附者数）の年平均の人数　　　　　（自動計算⇒）



②実績判定期間における月数（必須）

④年平均の寄附金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自動計算⇒）



1会計年度目 2会計年度目 3会計年度目 4会計年度目 5会計年度目

⑤定員等の総数（必須）



⑥判定基準寄附者数

（実際の寄附者数）（必須）



⑦判定基準寄附者数

（計算後の寄附者数）（自動計算⇒）



1会計年度目 2会計年度目 3会計年度目 4会計年度目 5会計年度目

＜絶対値要件（要件１）チェック表①＞ （様式３ー１）

⑧寄附金額（円）（必須）



　実績判定期間内の会計年度全てについて、寄附金額を記載してください。寄附金額については、手引きP10においてカウント

できるとされている寄附金の総計を記載してください。実績判定期間内に含まれる会計年度の寄附金額が0円の場合は「0」と

記入し、実績判定期間内に含まれない会計年度については空欄にしてください。



[image: image2.emf]日

　☞　実績判定期間内に、社会福祉事業に係る費用の額が１億円未満の年度がある場合に以下の項目を入力してください。

①実績判定期間(必須)



年



月



ヶ月

（注）実績判定期間が5年の場合、月数は12ヶ月×5＝60ヶ月とする。

１ヶ月に満たない端数がある場合、その期間は１ヶ月とする。

日



月

③の数値が100以上であり、かつ④の数値が300,000以上であれば、絶対値要件（要件１）を満たします。

～



年

③3000円以上の寄附金を支出した者（判定基準寄附者数）の年平均の人数　　　　　（自動計算⇒）



②実績判定期間における月数（必須）

④年平均の寄附金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自動計算⇒）



1会計年度目 2会計年度目 3会計年度目 4会計年度目 5会計年度目

⑤社会福祉事業に係る費用の額の

　合計額（※)（必須）



⑥判定基準寄附者数

（実際の寄附者数）（必須）



⑦判定基準寄附者数

（計算後の寄附者数）（自動計算⇒）



　実績判定期間内の会計年度全てについて、寄附金額を記載してください。寄附金額については、手引きP10においてカウント

できるとされている寄附金の総計を記載してください。実績判定期間内に含まれる会計年度の寄附金額が0円の場合は「0」と

記入し、実績判定期間内に含まれない会計年度については空欄にしてください。



1会計年度目 2会計年度目 3会計年度目 4会計年度目 5会計年度目

（様式３-２） ＜絶対値要件（要件１）チェック表②＞

⑧寄附金額（円）（必須）



※　 社会福祉事業に係る費用とは、事業活動内訳表のうち、社会福祉事業区分における、サービス活動増減の部の費用に計上する

　 額及びサービス活動外増減の部の費用に計上する額の合計額をいいます。

　　　同費用の額が１億円未満の年度については、当該年度の事業活動内訳表を添付して提出してください。



(様式４)

＜チェック表＞
	実績判定期間
	(自)　　　　年　　　月　　　日

	
	(至)　　　　年　　　月　　　日


（A）寄附金等収入金額

	受入寄附金総額(1)
	

	控除金額(2)
	①一者当たりの基準限度超過額の合計額
	

	
	②寄付者の氏名又は名称が明らかなもののうち、同一の者か

らの寄附金で、その合計額が1,000円未満のものの額
	

	
	③寄附者の氏名又は名称が明らかでない寄附金額
	

	
	小計（①＋②＋③）
	

	国等からの補助金等の額(3)※

((1)－(2)の額を限度とする。)
	

	(1)－(2)＋(3)＝（A）寄附金等収入金額
	


※｢国等からの補助金の額｣は、当欄か(B)経常収入金額の控除金額(2)①のいずれかのみに記載できる。

（B）経常収入金額

	総収入金額(1)
	

	控除金額(2)
	①国等からの補助金等の額※
	

	
	②委託の対価としての収入で国等から支払われる金額
	

	
	③法律等の規定に基づく事業で、その対価を国又は地方公共

団体が負担することとされている場合の負担金額
	

	
	④資産の売却収入で臨時的なものの金額
	

	
	⑤遺贈により受け入れた寄附金等のうち、基準限度超過額に

相当する金額
	

	
	⑥寄附者の氏名又は名称が明らかなもののうち、同一の者か

らの寄附金で、その合計額が1,000円未満のものの額
	

	
	⑦寄附者の氏名又は名称が明らかでない寄附金額
	

	
	小計（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦）
	

	(1)－(2)＝（B）経常収入金額
	


	判定式
	(Ａ)寄附金等収入金額　　　÷　　　(Ｂ)経常収入金額　　＝　　　　　　％
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